
用遊 について 設を望 ものがみられた。 団地

の既存遊 は、経年化しまた 学 向けであるため、

用遊 への要望は高いと考える。高 者向けの更新

となる いの ンチ と ンチ は、各

者の 7 が ・やや と評価した。   

生の更新工事について述べる。 場 ービン

遊 と 4 の ンチ は、PLに する 生に設

置した。また いの ンチ は、 生に また

は 通する既存の いに設置した（3章,3.1）。これ

らの工事の合意形成では、 1 居住者への配 生

の の （2章,図 5）の意向が となりうる。し

かし、PLに する部分あるいは いという設置場

所の が、 子 の遊び場として開放 （2章,図 5）や

（2章,図 4）の意向と合 することで、

更新の合意を得られている。 

 外部空間の境界構成と更新の合意について述べる。

外部空間の境界は 3 の構成要 からなり、その開

放性の に がみられた（4章,図 9）。共用通 の

部における境界構成は住棟配置との関連がみられ、

住棟でパ プ 、 行型で にパ プ と ウンド、L

型で に ウンドと となった。境界構成と更新の

合意との関係は、開放性の が い境界構成からなる

外部空間において、一部更新合意または 合意であ

った（4章, 6）。このことから、外部空間における住棟

配置や境界構成にみる開放性の と、更新の合意の

は、 らかの関連を有するものと 察する。 

 後に、居住者意識と外部空間の境界構成及び更新の

合意について述べる。 生の 用に関する居住者の意向

（2章,図 5）において、 1 居住者への配 や 生

の の の一部に、 生に対し 人に って し

くないという居住者意識がみられた。このことは、

やプ シーへの 念とともに、合意形成を しくす

る一因となりえる。この居住者意識を 生に対する居住

者の 有性注 7)のあらわれとしてみると、境界構成と更新

の合意との関係（4章, 6）から、開放性の が居住

者の 有性に を えており、更新の合意に して

いることが考えられる。また、更新の合意が得られた

生での工事項目は、 いや PL の であった（3

章,3.1）。これより、それ れの 外部空間のなかにも

有性の があり、 団地における や PLあるいは

境界構成といった外部空間の物理的構成から、ある程

み れるものと考える。更新のプロセスでは、2 年

に り 2 更新工事を行った（3章,3.1）。 目は PL5 に

する 生の部分を対象とし、その評価を けて、2

目はPL4と4 所の 外部空間の 生を対象とした。

このことは、 的な更新に伴う 間 での居住者の

有性の 化として み れ、2 目の更新工事の合意

を得られた一因と考える。なお、 の域を ないとこ

は 後の課題とし を重 たい。 
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注1) 文 1)pp.115-120 

注2) 本稿においては、対象団地における区分所有者と居住者（ を含

）とする。 

注3) 年 の更新工事に向けて、要望の高い ンチの を把握す

る意図から、 とした。 

注4) 境界構成要 の高さは 生 からみて、パ プ 500 程 、 ウ

ンド 600 程 、 600 程 （ 木 を く）であった。 

注5) 理事 の 関である として設置された 環境

題対 を指し、 団地の外構整備計画について を行った。

また、これに として を行う立場から、筆者ら（NPO 法人

ちば地域再生リサーチ）が加わった。 

注6) 住棟 の 生の開放による ・プ シーへの 念や、 生を

遊び場にする の ー づくりについて があり、 後の 課

題とされた。 

注7) 文 10)p.205において、 人がある空間を 分のものとして じる意

識をい くことを 有性 としている。 
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はじめに

と背景

　本稿は、公営住宅の整備計画策定の検討過程において、

より良い計画内容を得るために試行錯誤が重ねられる住

民参加のあり方について詳細に分析することで、関係者

がその都度工夫し調整する様々な手法を明らかにし、そ

こから理解される公営住宅特有の住民参加の課題につい

て考察することを目的とする。　

　近年、公共施設の計画策定プロセスにおいて住民参加

は各市町村で数多く取り入れられるようになり 1)、これ

に伴って公営住宅整備においても導入される例がみられ

るようになった。例えば、公民館や図書館の計画におい

て、ワークショップ（以下、WS）などが実施されるこ

とがあるが、それらは主たる利用者である近隣住民の意

見を反映する方法として一定の効果を見出すことができ

る。しかし、公営住宅は長期にわたり特定の利用者の居

住によって実質専有されているという点で、他の公共施

設とは性質が異なる。そのため住民参加を導入する際に

は、入居者や近隣住民の意見がどのような意味を持ちう

るのか、それらはどのように設計や空間に反映させるべ

きかなどの検討が必要となる。よって、どの住民がどの

ように計画に参加するのかについての意義の本質を十分

に踏まえた手法の検討が求められる。

研究と 研究の づけ

　公営住宅整備における住民参加に関する研究は多い。

例えば、村田ら 2) は、公営住宅建替に際する入居者の

環境移行において、アイデンティティ・クライシスを乗

り越えるための計画手法の確立を目指し、その手法の一

つとして WSの体系化を試みている。入居者を対象とし

た WSを自ら企画・運営・参加し、ソーシャル・サポー

トの視点から、WSの意義について分析したものである。

ここでは、参加住民の状況に応じて WSの仕組みや仕掛

けを変更していく過程とその有効性が記述されており、

特に、事業者の目指す意義を実現するための WS中の仕

掛けについて整理している点が注目できる。また、小野

寺 3) は、入居者を対象とした公営住宅 3団地の統廃合
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建替の WSについて参 察を実施し、住民参加の取り

組みのプロセスや体 を明らかにし、その特 およ 効

果を分析している。公営住宅建替ならではの 題に対し

て工夫された住民参加の取り組みに注目して整理してい

る点、事業の 立に加え、 団地のコミュニティを つ

に することにつながるなどの効果について、課題

ともに明 している点で意義 い。

　このように、住民参加手法として、WSのプロ ラ

や 果の検 がみられるなか、各 の公共事業計画策定

において、WSの画一的な 用がみられることを 題視

した ら 4)の研究がある。ここでは、都市 村

事業における 1 地区の WS について、参 察により

分析を行い、事業を計画 のニー によって つの 行

に分け、各々に した WSの けや 用方法を

している。事業の 行 に応じて、WSの けや

用方法を変えることで、 性を持たせることが と

なり、それが整備事業の計画内容や事業者である行 の

対応の変化に がることを指 している。

　これらの 研究を踏まえ本研究は、公営住宅整備に

おける住民参加の導入について、公共施設の中で居住と

いう用 から利用者が 定的であるといった特質を踏ま

え、それ えに じる住民参加の方法の課題を、計画プ

ロセスにおいてその都度調整される工夫に注目し詳細に

分析するものとして けられる。

の の

　ま 、北海道内で近年公営住宅建設事業を実施してい

る自 体を するために、 1 市町村を対象に

1 年度以 に 事業 による関 が確 され

た公営住宅 道営住宅を く の 建替事業の

有 を 調 により確 した 1 。調 期間は

1 年 より である。 市町村から を得た

果、1 市町村において事業が確 できた。

　 に、この 1 市町村に対して、事業の数と住民参加

導入の有 を するためにアンケート調 を実施し

た。調 期間は 1 年 より である。 は

であり、確 できた事業数は 3 、このうち住民

参加を導入している事業は 13 であった 図 1 。

　さらに、 じ 1 市町村に対し、事業のより詳しい

内容を するためアンケート調 を実施した。アン

ケートの内容は、事業の 年度や建設 数、実施して

いる住民参加の導入方法 以下、方法 の数や 、実

施 などである。調 期間は 1 年 より で

ある。 は であり、住民参加を導入している事

業 13 のうち でその詳細を できた。

の

　アンケート調 果より、住民参加を導入している事

業において 1事業あたりの実施方法の数をみると、

中 が 1 であり、 以上実施している事

業は 1 に まっている 図 。また、実施されてい

る方法の をみると、より多くの事業で実施されてい

る にアンケート、検討 、 ア ン 、 ッ

クコ ント、WSとなっている 図 3 。特に、アンケー
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に することにつながるなどの効果について、課題

ともに明 している点で意義 い。

　このように、住民参加手法として、WSのプロ ラ

や 果の検 がみられるなか、各 の公共事業計画策定

において、WSの画一的な 用がみられることを 題視

した ら 4)の研究がある。ここでは、都市 村

事業における 1 地区の WS について、参 察により

分析を行い、事業を計画 のニー によって つの 行

に分け、各々に した WSの けや 用方法を

している。事業の 行 に応じて、WSの けや

用方法を変えることで、 性を持たせることが と

なり、それが整備事業の計画内容や事業者である行 の
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　これらの 研究を踏まえ本研究は、公営住宅整備に

おける住民参加の導入について、公共施設の中で居住と

いう用 から利用者が 定的であるといった特質を踏ま
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ロセスにおいてその都度調整される工夫に注目し詳細に

分析するものとして けられる。

の の

　ま 、北海道内で近年公営住宅建設事業を実施してい

る自 体を するために、 1 市町村を対象に

1 年度以 に 事業 による関 が確 され

た公営住宅 道営住宅を く の 建替事業の

有 を 調 により確 した 1 。調 期間は

1 年 より である。 市町村から を得た

果、1 市町村において事業が確 できた。

　 に、この 1 市町村に対して、事業の数と住民参加

導入の有 を するためにアンケート調 を実施し

た。調 期間は 1 年 より である。 は

であり、確 できた事業数は 3 、このうち住民

参加を導入している事業は 13 であった 図 1 。

　さらに、 じ 1 市町村に対し、事業のより詳しい

内容を するためアンケート調 を実施した。アン

ケートの内容は、事業の 年度や建設 数、実施して

いる住民参加の導入方法 以下、方法 の数や 、実

施 などである。調 期間は 1 年 より で

ある。 は であり、住民参加を導入している事

業 13 のうち でその詳細を できた。

の

　アンケート調 果より、住民参加を導入している事

業において 1事業あたりの実施方法の数をみると、

中 が 1 であり、 以上実施している事

業は 1 に まっている 図 。また、実施されてい

る方法の をみると、より多くの事業で実施されてい

る にアンケート、検討 、 ア ン 、 ッ

クコ ント、WSとなっている 図 3 。特に、アンケー
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トは 3 と の事業で実施されているのに対し、WS

は 1 のみとなっている。

　1事業あたりの実施方法数が 3 以上であった事業を

体的にみると、 良野市公営住宅建替事業 が

と も多く、 町 町団地整備事業 市 団地

市北 団地 北 団地 の 3 が 3 で に

多い（ ）。

スス

　 で述べた現況を踏まえ、 町 町団地整備事

業 を、3 の方法を実施している点、およ 道内で

一 WSを実施している点において、住民参加の導入に

的であり、特に道内で めて導入される WSを めた各方

法の実施について、より十分な検討が求められる事業であ

ると し、ケースス ディの対象とした。なお、この事

例について本稿では、住民参加を導入している 本 ・

本計画 に 目すること、また事業の内容を 的に

す目的から、以下 町 町団地建替計画 と

記する。

　本事例について、住民参加導入に関する検討過程の詳

細を するため、各検討 に して参 察調

を行った。 での 内容をすべて記 し（調 者に

よる の他、 およ 化 業を実施）、分析の

としている。調 期間は 1 年 より であり、

この間に行われた検討 を調 対象とした 3 。

　また、町の公共施設の現況や団地の立地環境を す

るため、 1 年 に現地視察調 を行い、事業

を詳細に するため、 1 年 1 に町 に対する

ア ン 調 を行った。

町 町 地 の
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が 題視されるなか、1 年 以 、人 が

加に じ、 1 年から 1 年の 年間においても人

が 1 と道内で も人 が 加している自

体として注目されている。しかし、町 体をみると、

市に近 する 市 地として しい人 加を

ける じりの地区 と、 くからの町の中 ながら

近年は 化が でいる 中 市 地地区 の 地区

間の が課題となっている。また、 町団地の立地す

る中 市 地地区では、町 をはじめとする主要な公

共施設が立地しているが、その多くが 化しており、

一体的な整備が求められている。

　上記の現状を踏まえ、 計画では中 市 地地区にお

ける大 な公営住宅の更 の であることから、地

区の 性化に することを目指し、 地内に近隣住民

の利用を 定した 区公 やサー ス 設施設を一体

として計画している。さらに、 年 のまちなか居住

の を図り、 たに て 住宅を整備して入居者

を ることとしている。また、町には大 な公共施設

整備の が なく 本 の立 が必要となったた

め、 年度、 本 と 本計画を一 としたプ

ロポー ル方 により業 者が 定された。

　現 の 町団地は、中 住 、計 1 から

されている 。この を建て替え、 的に

廃 定の他団地からの入居者、およ に する

入居者の分を加えた計 1 に整備する。建替 につ

いて行 は 本的に 住 を整備する方 であったた

め、現 地 けでは 小と し、 たに 地 の

地を取得した。 年度に 本 と 本計画を

に め、 年度に 本設計、 年度には実施設計を

し建設に移る。そして 工した から 用を

め、3 年度には 用 を 定している。

の ス

　本事例では、 年度の 本 ・ 本計画の策

定 において検討 、 ア ン 、WSによる住

民参加が導入された 図 。検討 は、 長で

ある大学教授、行 、研究者、町民の計 で され

た。事 の に対し 1 あたり 間程度の

を行い、年度内に 実施された。 ア ン は、主

に て のニー を中 に、計 13 の町民に

対して行われた。WSは、1 程度の町民が参加し、主

に団地共用 分の い方について を行い、年度内に

実施された。

　また、これらの住民参加導入方法の検討については、

行 と業 者のコンサル ントで組 される事

の 合せにおいて行われ、検討 長が出 した に

おいては、助 が加えられた。また、 ア ン と WS

の検討については、事 合せによる方 の が、

検討 に られたのち実施された。

分析

分析

　調 より した から住民参加に関する 意見

を 出し、検討された 目 とにその内容の変 を 系

に ってまとめる。それをもとに、事業者 が意図す

る住民参加による計画 くりの意義に近 けるために行

われた、都度の方法調整を 工夫 、それを必要とする

を として導き出す。

た

　WSの 程 と 参加者 のように 数の検討 目

が じ の中で された 分に 目する。また、

WS と ア ン のように異なる方法が関係して

された 分にも 目する。これらは検討過程におい

て、事業者 によって や などの が行わ

れている 点であると える。よってこれらを工夫と定

義し、図 に す方法により導出する。

　以上のようにして得られた 1 工夫について、それ

れの を 化し で図 に した。さらにそれ

らを、 住民意見を反映させ 果 を 上させる工夫、

が れないようにする工夫、 計画に必要な視点

を得る工夫、 住民に 工 の 持 理・運営をさせる

工夫、 人数を確 する工夫の イプ 以下 に

果・ ・視点・ 理・人数の工夫 に分 した。

を とする

が ま た に る

　 で 出した各工夫において、 数の検討 目のう

ち も が いと された 目に 目する。

ちこれは、図 の工夫 図において 上 に する

目であり、 化して図 されている図 では会 の関係

会会

町
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間の が課題となっている。また、 町団地の立地す

る中 市 地地区では、町 をはじめとする主要な公

共施設が立地しているが、その多くが 化しており、

一体的な整備が求められている。

　上記の現状を踏まえ、 計画では中 市 地地区にお

ける大 な公営住宅の更 の であることから、地

区の 性化に することを目指し、 地内に近隣住民

の利用を 定した 区公 やサー ス 設施設を一体

として計画している。さらに、 年 のまちなか居住

の を図り、 たに て 住宅を整備して入居者

を ることとしている。また、町には大 な公共施設

整備の が なく 本 の立 が必要となったた

め、 年度、 本 と 本計画を一 としたプ

ロポー ル方 により業 者が 定された。

　現 の 町団地は、中 住 、計 1 から

されている 。この を建て替え、 的に

廃 定の他団地からの入居者、およ に する

入居者の分を加えた計 1 に整備する。建替 につ

いて行 は 本的に 住 を整備する方 であったた

め、現 地 けでは 小と し、 たに 地 の

地を取得した。 年度に 本 と 本計画を

に め、 年度に 本設計、 年度には実施設計を

し建設に移る。そして 工した から 用を

め、3 年度には 用 を 定している。

の ス

　本事例では、 年度の 本 ・ 本計画の策

定 において検討 、 ア ン 、WSによる住

民参加が導入された 図 。検討 は、 長で

ある大学教授、行 、研究者、町民の計 で され

た。事 の に対し 1 あたり 間程度の

を行い、年度内に 実施された。 ア ン は、主

に て のニー を中 に、計 13 の町民に

対して行われた。WSは、1 程度の町民が参加し、主

に団地共用 分の い方について を行い、年度内に

実施された。

　また、これらの住民参加導入方法の検討については、

行 と業 者のコンサル ントで組 される事

の 合せにおいて行われ、検討 長が出 した に

おいては、助 が加えられた。また、 ア ン と WS

の検討については、事 合せによる方 の が、

検討 に られたのち実施された。

分析

分析

　調 より した から住民参加に関する 意見

を 出し、検討された 目 とにその内容の変 を 系

に ってまとめる。それをもとに、事業者 が意図す

る住民参加による計画 くりの意義に近 けるために行

われた、都度の方法調整を 工夫 、それを必要とする

を として導き出す。

た

　WSの 程 と 参加者 のように 数の検討 目

が じ の中で された 分に 目する。また、

WS と ア ン のように異なる方法が関係して

された 分にも 目する。これらは検討過程におい

て、事業者 によって や などの が行わ

れている 点であると える。よってこれらを工夫と定

義し、図 に す方法により導出する。

　以上のようにして得られた 1 工夫について、それ

れの を 化し で図 に した。さらにそれ

らを、 住民意見を反映させ 果 を 上させる工夫、

が れないようにする工夫、 計画に必要な視点

を得る工夫、 住民に 工 の 持 理・運営をさせる

工夫、 人数を確 する工夫の イプ 以下 に

果・ ・視点・ 理・人数の工夫 に分 した。
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　 で 出した各工夫において、 数の検討 目のう
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の 点にあたる 目である。そしてその 目の内容が

まった を、工夫を必要とした として解 する。

　 果、 住民参加 体の が組み上がった 、

各方法の目的が確 された 、 内容が まり の

方 が明確となった 、 方法が まり 々人の

関 が となった 、 参加者の 性が 体的

になった の つがあると分かった。

の が こ た に る

　検討 目の中には、 定 の出 事が こり検討 中

で するものがあった。図 において 目の

として されているこの を、計画 り まなくなっ

た と定義する。また図 で、 した 目が の

点となっている工夫を、この で必要とされる工夫

とする。

 と の 　　　　　　　

　ここでは つの イプの工夫について、それ れ 体

的な を用いてその工夫の内容を詳述する。

成 の

　プロポー ルによる業 者 定 、 めて さ

れた 1 の事 合せでは、プロポー ル の

の確 と の事業の め方が 題となった。参加

者は行 、業 者であるコンサル ント 3 、

検討 長である大学教授 1 と研究者 1 の計 で

あった。

　行 の 行のもと、コンサル ントにより が 明

され、プロポー ル に を めた大学教授（検討

長）からは、主として された点や の 地が

る点が意見として られた。その 、 下 に

定であった 検討 について 体的な 程を

めるとともに、導入 定の住民参加の方法 につい

て意見が わされた。意見 のなかで、検討 長か

ら、公営住宅整備に住民参加を導入する 合は他の公共

施設で導入するとき以上に、住民の や立 を し

ながら意見や考えを き出し、それをどこに反映させる

べきか十分に検討して べきであるとの指 がなされ

た。これにより、 けが 明 であった 1 WS

について、 に十分な検討を行う 間を設ける必要

性が された。

　そこで、 1 WS の実施 期が、コンサル ントの

であった 1 検討 の より、1

以上 らせた の とし、それまでに検討

を 実施することで検討期間が確 された。

　この を け、検討 各 の内容に関して調整

する がなされ、 1 検討 から検討 果が

れるよう見 された。 体的には、 1 検討

として、 士の 合わせ程度の内容が 定されて

いたのみであったが、整備 の団地の けに関する

インストーミン が 加された。 は、団地の

けに関する が中 に 定されていたが、空間

に関する が加えられ 図 、 体として

定されていた の内容をそれ れ しする計画と

なった。

　以上より、 数の住民参加方法について各々の

けを明確にした上で実施 期を め、それに伴い各 の

内容について することで、策定される計画 体の質

の 上を目指していると解 できる。

の

　 1 検討 に された 1 の事

合せでは、 1 検討 （ 実施）の整理、

定の町民 ア ン と 1 WS の確 、住

ーンの検討が 題となった。参加者は行 3 、

コンサル ント 3 、検討 長である大学教授 1 の

計 であった。コンサル ントが 行およ 各 題

とに した を 明し、それ れに対し意見が わ

された。

　その中で、WSの参加者の 方法について され

た。 、行 は公 によって参加者を める 定で

あったが、公 を行う けでは町民 体から応 が ま

成 の

を を する 会

位置づけ・方針を先に固めておく

第１回から実のある議論をする

位置づけに関する議論追加

検討委第１回内容

空間に関する議論追加

検討委第２回内容

議論内容を前倒しして住民参加によって最終的
に作られる構想の質を上げるための工夫

検討委①・②のあとにWS①
WSタイミング

WS①の前に検討委①・②

検討委タイミング
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の 点にあたる 目である。そしてその 目の内容が

まった を、工夫を必要とした として解 する。

　 果、 住民参加 体の が組み上がった 、

各方法の目的が確 された 、 内容が まり の

方 が明確となった 、 方法が まり 々人の

関 が となった 、 参加者の 性が 体的

になった の つがあると分かった。

の が こ た に る

　検討 目の中には、 定 の出 事が こり検討 中

で するものがあった。図 において 目の

として されているこの を、計画 り まなくなっ

た と定義する。また図 で、 した 目が の

点となっている工夫を、この で必要とされる工夫

とする。

 と の 　　　　　　　

　ここでは つの イプの工夫について、それ れ 体

的な を用いてその工夫の内容を詳述する。

成 の

　プロポー ルによる業 者 定 、 めて さ

れた 1 の事 合せでは、プロポー ル の

の確 と の事業の め方が 題となった。参加

者は行 、業 者であるコンサル ント 3 、

検討 長である大学教授 1 と研究者 1 の計 で

あった。

　行 の 行のもと、コンサル ントにより が 明

され、プロポー ル に を めた大学教授（検討

長）からは、主として された点や の 地が

る点が意見として られた。その 、 下 に

定であった 検討 について 体的な 程を

めるとともに、導入 定の住民参加の方法 につい

て意見が わされた。意見 のなかで、検討 長か

ら、公営住宅整備に住民参加を導入する 合は他の公共

施設で導入するとき以上に、住民の や立 を し

ながら意見や考えを き出し、それをどこに反映させる

べきか十分に検討して べきであるとの指 がなされ

た。これにより、 けが 明 であった 1 WS

について、 に十分な検討を行う 間を設ける必要

性が された。

　そこで、 1 WS の実施 期が、コンサル ントの

であった 1 検討 の より、1

以上 らせた の とし、それまでに検討

を 実施することで検討期間が確 された。

　この を け、検討 各 の内容に関して調整

する がなされ、 1 検討 から検討 果が

れるよう見 された。 体的には、 1 検討

として、 士の 合わせ程度の内容が 定されて

いたのみであったが、整備 の団地の けに関する

インストーミン が 加された。 は、団地の

けに関する が中 に 定されていたが、空間

に関する が加えられ 図 、 体として

定されていた の内容をそれ れ しする計画と

なった。

　以上より、 数の住民参加方法について各々の

けを明確にした上で実施 期を め、それに伴い各 の

内容について することで、策定される計画 体の質

の 上を目指していると解 できる。

の

　 1 検討 に された 1 の事

合せでは、 1 検討 （ 実施）の整理、

定の町民 ア ン と 1 WS の確 、住

ーンの検討が 題となった。参加者は行 3 、

コンサル ント 3 、検討 長である大学教授 1 の

計 であった。コンサル ントが 行およ 各 題

とに した を 明し、それ れに対し意見が わ

された。

　その中で、WSの参加者の 方法について され

た。 、行 は公 によって参加者を める 定で

あったが、公 を行う けでは町民 体から応 が ま

成 の

を を する 会

位置づけ・方針を先に固めておく

第１回から実のある議論をする

位置づけに関する議論追加

検討委第１回内容

空間に関する議論追加

検討委第２回内容

議論内容を前倒しして住民参加によって最終的
に作られる構想の質を上げるための工夫

検討委①・②のあとにWS①
WSタイミング

WS①の前に検討委①・②

検討委タイミング

ることは 定でき 、公営住宅の入居者や 取得用地

に隣 する 区の 建て住宅に住 住民のように、建設

される団地の 的な利害関係者のみになる 性とそ

の 題点が指 された。 られた人数の参加者が利害関

係者に ってしまうと、 内容が各 や現状 に

りやすく、また一 の が大きく反映されることになる。

そこで、事 は、WSの内容を共用 分の 題に り、

また公 に加えて、行 より をかけることで、入

居者以 の参加者を めることとした。

　以上より、WSの内容を団地 体に関 が くような

題に り、かつ参加者の 方法を 数組み合わせる

ことによって、入居者などの利害関係者による各 に

った とそれらの 点化を ことを目指している

と解 できる。

視 の

　 検討 に された 1 の事

合せでは、 3 に行われた町民 の ア ン

の報告、 定の 検討 と 1 WS の確

、整備 定の の運営主体、住 ーンの

検討が 題であった。参加者は行 、コンサル ン

ト 、検討 長である大学教授 1 の計 であっ

た。コンサル ントが 行およ 各 題 とに した

を 明し、それらに対し意見が わされた。

　その中で、 1 WS の 体的な 程について さ

れた。WS の参加者を る際、本計画では たに

て 住宅や 区公 の整備を重要視していることか

ら、入居者に ら 、 て からの意見や考えを反

映することが重要であると された。これは、プロ

ポー ル 点でコンサル ントより出されていた に

も まれており、WSの に 士を手 し サー

スを設けることで、 て の参加を すアイデア

であった。そこで検討 の 1人である町の て

セン ーの 士に することとなった。このような

により、WSの 程を めるにあたってはその

士の都合が された。

　以上より、 て の参加を確実に すために、そ

れをサポートする 程を して調整することで、計画

において特に重要視すべき 性の住民の を い上 る

ことを目指していると解 できる。

の

　 1 WS の事 合せとして された 1

の事 合せでは、 3 定であった 1

WS の れや参加者の確 、およ 中に 内で行

われた行 者と理事者との の 果報告が 題と

なった。参加者は行 、コンサル ント 1 であっ

た。コンサル ントが 行およ 各 題 とに した

を 明し、それに対し意見が わされた。

　その中で、行 より、WS参加者の公 の 果、応

者が一 おら 、すべての参加者を に して め

ることを なくされたことが報告された。そのため、

定していた参加者以 にも をかけることとな

視 の 会の を する 会 の

の

保育士 ( 検討委 ) に参加者の子供の託児をお願いできる日

9月 30 日

WS第 1回日程

子育て世帯

WS参加者

本事業において必要不可欠な子育ての視点を吸い上げる

必ず参加させたい属性を一定数確実に集めるための工夫

参加のハードルを下げWSの参加者を確保する工夫

公募

WS募集方法

応募者が一人もいなかったので声掛けを成功させる

アウトプットレベルを下げる

茶話会の雰囲気でアイデア出し

WS目的

気軽に意見が出せるような内容にする

行きたくなる公園とは等のテーマ用意

WS第 2回内容

個別に声掛け

WS募集方法

の

公募

入居者（利害関係者）が多いと各論の話にいきがち

各論や現状不満の話になることを防ぐ

WS募集方法

共用部の議題に絞る

WS第 1回内容

個別に声掛け

WS募集方法

他の視点を持っている人を加える

各論に行きがちな入居者たちの声が焦点化
されすぎないようにする工夫
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1 村 明： 参加 公共施設の現状と課題 参加による公共施

設のデ イン　まち くり教 書 3

村田義 ・ ：公営住宅建替計画策定における住民参加と

ソーシャル・サポートに関する考察 ： 長 団地建替計画策定

を事例として, 本建 学 計画系 3 , 1 1 1 ,1

3 小野寺一 ：住民参加 方 による団地統廃合を 公営住宅の

建替えに関する考察 ： 北 市 地区で行われた建替え事業を事

例として 都市計画 , 1 , ,

・ 本 義・ 夫・本 行： 事業計画 のニー

からみたワークショップ 用方法 ： における都市 村

の事業計画策定事例からの考察 , 本建 学 計画系

, 1 ,

り、住民に対して参加 をする際には、 のよう

な であるから に参加して しいと 明したとのこ

とであった 図 13 。さらに、行 はコンサル ントに

対して、住民が に意見を出せるようなテー を 設

定するよう要求した。つまり、 定されていたWSは、

検討 で された をたたき に、より多くの住

民の意見を り させる目的であったが、この 合せ

によって、 にアイデアを出し合う に変更された。

　以上より、WSの目的や内容を一 変更し、参加の ー

ドルを下 ることで、WSが 立する参加者人数を確

することを目指していると解 できる。

の

　 1 WS の に された 1 の事 合

せでは、行 より、理事者との調整が計画 りに まな

かったため、検討 から WSの 題とされていた

整備を から さなければいけない状況が報告され

た。それは、理事者から民間の運営主体が町内に見 た

らない り整備しないという方 を告 られたとのこと

であった。この は、近隣住民にも かれた サー

ス 設施設として検討が けられていたものである。

運営主体に関しては、 の事 合せから さ

れ けており、 立して運営できる町内の民間団体とし

て え団体や野 団体などの 性が されて

いたが、有効な手立てとはなり得なかった。

　このような 定 の出 事が こった にあたっ

て、事 は、 、隣町で サー ス 点の運営を

行っている 団体に の を立て視察を行い、WS

の参加を した。これは、WS の参加を じて、

行中の計画 の理解を図り、運営を う指定 理者と

なることを き けてくれるかどうか様 をうかがう目

的があった。

　以上より、 工 の団地において してもらいたい

団体を計画策定プロセスに参加させることで、 体

を し 題の解 を図る工夫を導入していると解 で

きる。

まとめ

　以上の分析より明らかとなった検討過程における工夫

と について、以下では特に公営住宅整備の特 と

し合せ要点を す。

公営住宅整備では計画策定に参加する住民に入居者と

近隣住民といった立 の いがある。よって、住民参加

体の が組み上がった で、各住民参加方法の

けを分け、住民の立 の いにより参加の仕方を変

えて意見の反映度合いを調整している。また、公営住宅

整備では住宅に関する各 の に しやすい。よっ

て、参加者が 体的となり 々人の関 が と

なった で、 方法を 考したり 題や を

細かく したりしている。さらに、公営住宅整備では

住民が 的に 理する共用空間の整備を目指すことが

ある。しかし、 理者 定が計画 り まなくなった

が じることがあり、こういった では参加者に民

間 理者 を組み み 体 を図っている。

　本事例のように市 地においてある一定の で整備

される団地は、近隣住民にとって 環境の一 として

の大きな を持つと考えられる。そこで住民参加につ

いては、その団地が市 地 体の中でどのような環境と

なるべきか され、そのためにはどの住民がどのよう

に参加すべきか十分に検討された上ではじめて導入され

るべきである。そのとき、市 地 の視点から、入

居者のみなら 近隣住民を参加させることは意義 く、

地区の住環境の に する事業としての を共有し

た参加手法を組み立てることが要点であると考える。

の

竣工後の団地において活動してもらいたい団体
との協力体制を探り構築する工夫

集会所には触れない

WS第 1回内容

民間の運営主体が決まらない限り検討を進めないようにする

集会所の指定管理者を委託したい

町外NPO代表

WS参加者

住宅系研究報告会論文集11　日本建築学会　2016.12

－170－


